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父母の離婚後の子の養育に関するルールが改正されました 

～親権・養育費・親子交流などに関する民法等改正の解説～ 
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○法改正の概要 
父母が離婚後も適切な形でこどもの養育に関わりその責任を果たすことは、こどもの利

益を確保するために重要です。２０２４年（令和６年）５月に成立した民法等改正法は、父
母が離婚した後もこどもの利益を確保することを目的として、こどもを養育する親の責務
を明確化するとともに、親権、養育費、親子交流などに関するルールを見直しています。 

 
１ 親の責務に関するルールの明確化 

Ｐｏｉｎｔ 
父母が、親権や婚姻関係の有無にかかわらず、こどもを養育する責務を負うことなど
が明確化されています。 

 
今回の改正では、次のような親の責務が明確化されています。 
【こどもの人格の尊重】 

父母は、親権や婚姻関係の有無にかかわらず、こどもの心身の健全な発達を図るため、
こどもを養育する責務を負います。その際には、こどもの意見に耳を傾け、その意見を適
切な形で尊重することを含め、こどもの人格を尊重しなければなりません。 

 
【こどもの扶養】 

父母は、親権や婚姻関係の有無にかかわらず、こどもを扶養する責務を負います。この
扶養の程度は、こどもが親と同程度の水準の生活を維持することができるようなもの（生
活保持義務）でなければなりません。 

 
【父母間の人格尊重・協力義務】 

父母は、親権や婚姻関係の有無にかかわらず、こどもの利益のため、互いに人格を尊重
し協力しなければなりません。次のような行為は、この義務に違反する場合があります。 
●父母の一方から他方への暴行、脅迫、暴言等の相手の心身に悪影響を及ぼす言動や誹謗

中傷、濫訴等 
●別居親が、同居親による日常的な監護に、不当に干渉すること 
●父母の一方が、特段の理由なく他方に無断でこどもを転居させること 
●父母間で親子交流の取決めがされたにもかかわらず、その一方が、特段の理由なく、そ

の実施を拒むこと 
など 

 
【こどもの利益のための親権行使】 

親権（こどもの面倒をみたり、こどもの財産を管理したりすること）は、こどもの利益
のために行使しなければなりません。  
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２ 親権に関するルールの見直し 
（１）父母の離婚後の親権者 

Ｐｏｉｎｔ 
父母の離婚後の親権者の定めの選択肢が広がり、離婚後の父母双方を親権者と定めること
ができるようになります。 

 
父母の婚姻中は父母双方が親権者ですが、これまでの民法では、離婚後は、父母の一方

のみを親権者と定めなければなりませんでした。 
今回の改正により、離婚後は、共同親権の定めをすることも、単独親権の定めをするこ

ともできるようになります。 
 
【親権者の定め方】 

協議離婚の場合 
父母が、その協議により、親権者を父母双方とするか、その一方とするかを定めます。 

父母の協議が調わない場合や裁判離婚の場合 
家庭裁判所が、父母とこどもとの関係や、父と母との関係などの様々な事情を考慮し

た上で、こどもの利益の観点から、親権者を父母双方とするか、その一方とするかを定
めます。この裁判手続では、家庭裁判所は、父母それぞれから意見を聴かなければなら
ず、こどもの意思を把握するよう努めなければなりません。 

次のような場合には、家庭裁判所は必ず単独親権の定めをすることとされています。 
●虐待のおそれがあると認められるとき 
●DV のおそれその他の事情により父母が共同して親権を行うことが困難であると認め

られるとき 
※ 殴る・蹴る等の身体的な暴力を伴う虐待・ＤＶに限定されません。 
※ また、これらの場合以外にも、共同親権と定めることでこどもの利益を害すると

認められるときは、裁判所は必ず単独親権の定めをすることとされています。 
 
【親権者の変更】 

離婚後の親権者については、こどもの利益のため必要があると認めるときは、家庭裁判
所が、こども自身やその親族の請求により、親権者の変更（父母の一方から他の一方／一
方から双方／双方から一方）をすることができます。離婚前の父母間に一方からの暴力等
があり、対等な立場での合意形成が困難であったといったケースでは、こどもにとって不
利益となるおそれがあるため、この手続によって親権者の定めを是正することができま
す。  
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（２） 親権の行使方法（父母双方が親権者である場合） 
Ｐｏｉｎｔ 

父母双方が親権者である場合の親権の行使方法のルールが明確化されています。 
① 親権は、父母が共同して行います。ただし、父母の一方が親権を行うことができな

いときは、他方が行います。 
② 次のような場合は、親権の単独行使ができます。 

 ●監護教育に関する日常の行為をするとき 
 ●こどもの利益のため急迫の事情があるとき 

③ 特定の事項について、家庭裁判所の手続で親権行使者を定めることができます。 
※改正前は、①のみが規定されており、②と③については規定がありませんでした。 

【監護教育に関する日常の行為】 
日々の生活の中で生じる監護教育に関する行為で、こどもに重大な影響を与えない

ものをいいます。個別具体的な事情によりますが、例えば、日常の行為に当たる例、当
たらない例としては、次のような場合があります。 

日常の行為に当たる例（単独行使可） 日常の行為に当たらない例（共同行使） 
食事や服装の決定 
短期間の観光目的での旅行 
心身に重大な影響を与えない医療行為の
決定 
通常のワクチンの接種 
習い事 
高校生の放課後のアルバイトの許可 

こどもの転居 
進路に影響する進学先の決定（高校に進学
せずに就職するなどの判断を含む） 
心身に重大な影響を与える医療行為の決定 
財産の管理（預金口座の開設など） 
 

【こどもの利益のため急迫の事情があるとき】 
父母の協議や家庭裁判所の手続を経ていては親権の行使が間に合わず、こどもの利

益を害するおそれがある場合をいいます。急迫の事情があるときは、日常の行為にあた
らないものについても、父母の一方が単独で親権を行うことができます。 

個別具体的な事情によりますが、例えば、急迫の事情の例としては、次のような場合
があります。 

●ＤＶや虐待からの避難（こどもの転居などを含みます。）をする必要がある場合（被
害直後に限りません） 

●こどもに緊急の医療行為を受けさせる必要がある場合 
●入学試験の結果発表後に入学手続の期限が迫っているような場合    など 

【親権行使者の指定】 
 父母が共同して親権を行うべき特定の事項（例：急迫の事情があるとはいえない場面
におけるこどもの転居や財産管理など）について、父母の意見が対立するときは、家庭
裁判所が、父母の一方を当該事項に係る親権行使者に指定します。親権行使者は、その
事項について、単独で親権を行うことができます。 
 

※ 未成年者のパスポートの申請の際には、親権者の同意が必要になります。詳しくは各都
道府県のパスポートセンターや在外公館（大使館等）までお問い合わせください。 
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（３） 監護についての定め 
Ｐｏｉｎｔ 

父母の離婚後のこどもの監護に関するルールが明確化されています。 
【監護の分担】 
 父母が離婚するときは、こどもの監護の分担についての定めをすることができます。この
定めをするに当たっては、こどもの利益を最も優先して考慮しなければなりません。監護の
分担の例としては、次のような定めが考えられます。 

●平日は父母の一方がこどもの監護を担当し、土日祝日は他方が担当するといった定め 
●こどもの教育に関する決定は同居親に委ねるが、その他の重要な事項については父母

が話し合って決めることとするといった定め 
【監護者の権限】 

離婚後の父母双方を親権者とした場合であっても、その一方を「監護者」と定めること
で、こどもの監護をその一方に委ねることができます。 

このような定めがされた場合には、「監護者」は、日常の行為に限らず、こどもの監護
教育や居所・職業の決定を、単独ですることができます。「監護者」でない親権者は、監
護者がこどもの監護等をすることを妨害してはなりませんが、監護者による監護等を妨
害しない範囲であれば、親子交流の機会などに、こどもの監護をすることができます。 

～Q&A～ 
Ｑ１ 私たちは今回の改正前に離婚し、既に単独親権の定めがされています。改正法が施行

されると、共同親権に変更されることとなりますか。 
Ａ１ 既に離婚して単独親権の定めをしている場合には、今回の改正法の施行によって自

動的に共同親権に変更されることはありません。ただし、改正法の施行後に、家庭裁判
所が、こども自身やその親族の申立てに基づいて、こどもの利益のための必要性を踏ま
えて、親権者を単独親権から共同親権に変更する場合があります。どのような場合に共
同親権への変更が認められるかはケースバイケースですが、例えば、別居親が本来支払
うべき養育費の支払を長期間にわたって合理的な理由なく怠っていたような場合には、
共同親権への変更が認められにくいと考えられます。また、虐待やＤＶのおそれがある
ときや、父母が共同して親権を行うことが困難であるときは、共同親権への変更は認め
られません。 

Ｑ２ 私たちは婚姻届を出していませんが、父が認知したこどもがいます。父母双方が親権
者になることはできますか。 

Ａ２ 今回の改正により、父が認知をしたこどもについても、父母の協議により、父母双方
を親権者とすることができるようになります。父母の協議が調わないときは、家庭裁判
所が、父母とこどもとの関係や、父と母との関係などの様々な事情を考慮した上で、こ
どもの利益の観点から、親権者を父母双方とするか、その一方とするかを定めます。 
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３ 養育費の支払確保に向けた見直し 
Ｐｏｉｎｔ 
・養育費の取決めに基づく民事執行手続が容易になり、取決めの実効性が向上します。 
・法定養育費の請求権が新設されます。 
・養育費に関する裁判手続の利便性が向上します。 

【合意の実効性の向上】 
これまでの民法では、同居親と別居親の間で養育費の支払を取り決めていたとしても、

別居親が養育費の支払を怠ったときに別居親の財産を差し押さえるためには、公正証書
や調停調書、審判書などの「債務名義」が必要でした。 
 
※適宜のイラスト 
 

今回の改正により、養育費債権に「先取特権」と呼ばれる優先権が付与されるため、債
務名義がなくても、養育費の取決めの際に父母間で作成した文書に基づいて、差押えの手
続を申し立てることができるようになります。先取特権が付与される養育費の額は、今後、
法務省令で定められる予定です。なお、改正法施行前に養育費の取決めがされていた場合
には、改正法施行後に生ずる養育費に限ってこの改正が適用されます。 
 
※適宜のイラスト 

※この場合の差押えの金額には上限があります。 
【法定養育費】 
 これまでの民法では、父母の協議や家庭裁判所の手続により養育費の額を取り決めなけ
れば、養育費を請求することができませんでした。 
 今回の改正により、離婚のときに養育費の取決めをしていなくても、離婚のときから引き
続きこどもの監護を主として行う父母は、他方に対して、一定額の「法定養育費」を請求す
ることができるようになります。また、法定養育費の支払がされないときは、差押えの手続
を申し立てることができます。法定養育費の額は、今後、法務省令で定められる予定です。 

 改正前 
※適宜のイラスト 

        ↓ 
      請求不可 

改正後 
※適宜のイラスト 
       ↓ 

   法定養育費の請求が可能 
 

 法定養育費は、飽くまでも養育費の取決めをするまでの暫定的・補充的なものです。こど
もの健やかな成長を支えるためには、父母の協議や家庭裁判所の手続により、各自の収入な
どを踏まえた適正な額の養育費の取決めをしていただくことが重要です。 
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【裁判手続の利便性向上】 
・養育費に関する裁判手続では、各自の収入を基礎として、養育費の額を算定することとな

ります。そこで、今回の改正では、手続をスムーズに進めるために、家庭裁判所が、当事
者に対して収入情報の開示を命じることができることとしています。 

・養育費を請求するための民事執行の手続においては、地方裁判所に対する１回の申立てで 
(1) 財産開示手続：養育費の支払義務者は、その保有する財産を開示しなければなら

ない 
(2) 情報提供命令：市区町村に対し、養育費の支払義務者の給与情報の提供を命じる 
(3) 債権差押命令：判明した給与債権を差し押さえる 

という一連の手続を申請することができるようになります。 
 

～Q&A～ 
Ｑ１ 法定養育費は、いつから発生しますか？ 

また、いつまでに支払わなければなりませんか。  
Ａ１ 法定養育費は、離婚の日から発生します。法定養育費の支払義務を負う父母は、毎月

末に、その月の分の法定養育費を支払う必要があります。 
Ｑ２ 法定養育費は、いつまで発生し続けますか。 
Ａ２ 法定養育費は、次のいずれか早い日まで発生し続けます。 

① 父母が養育費の取決めをしたとき 
② 家庭裁判所における養育費の審判が確定したとき 
③ こどもが１８歳に達したとき 

Ｑ３ 私は離婚後にこどもと別居する親ですが、十分な収入がなく困窮しています。それで
も法定養育費の支払をしなければなりませんか。 

Ａ３ 法定養育費の請求を受けた者は、支払能力を欠くために法定養育費の支払をするこ
とができないことやその支払をすることによって自らの生活が著しく窮迫すること
（例えば、生活保護を受給している場合など）を証明したときは、法定養育費の全部又
は一部の支払を拒むことができます。こどもと別居する親の収入が乏しい場合には、父
母の協議により、法定養育費の額よりも低額の養育費を取り決めることもできます。 

Ｑ４ 法定養育費の額とは異なる額の養育費（より高額又は低額の養育費）を親同士だけで
決められない場合には、どのようにすればよいでしょうか。 

Ａ４ 父母の協議によって養育費の額を取り決めることが難しい場合には、家庭裁判所に
対して養育費の調停や審判の申立て等をしてください（問合せ先は裏表紙を御参照く
ださい。）。 

Ｑ５ 私たちは今回の改正法施行前に離婚しましたが、法定養育費は発生しますか。 
Ａ５ 法定養育費の規定は、改正法施行後に離婚したケースのみに適用されます。改正法施

行前に離婚した場合には、法定養育費は発生しませんので、養育費の支払を求めるため
に、父母の協議や家庭裁判所の手続により養育費の額を取り決めてください。 
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４ 安全・安心な親子交流の実現に向けた見直し 
Ｐｏｉｎｔ 
・家庭裁判所の手続中に親子交流を試行的に行うこと（試行的実施）に関する制度が設

けられています。 
・婚姻中の父母が別居している場面の親子交流のルールが明確化されています。 
・父母以外の親族（祖父母等）とこどもとの交流に関するルールが設けられています。 

【親子交流の試行的実施】 
家庭裁判所は、調停・審判において、こどもの利益を最優先に考慮して親子交流の定め

をします。その際には、適切な親子交流を実現するため、資料を収集して調査をしたり、
父母との間で様々な調整をします。こうした調査や調整に当たっては、手続中に親子交流
を試行的に実施し、その状況や結果を把握することが望ましい場合があります。そこで、
今回の改正では、親子交流の試行的実施に関する制度を設けています。その具体的な手続
は次のとおりです。 

 
※適宜のイラスト 
 

① 家庭裁判所は、こどもの心身の状況に照らして相当であるかや、調査の必要性があるか
などを考慮して、親子交流の試行的実施を促すか否かを検討します。 

② 家庭裁判所は、①の検討を踏まえ、当事者に対して、親子交流の試行的実施を促します。
その際、家庭裁判所は、実施の条件（日時、場所、方法等）を決めたり、約束事項等を定
めることができます。 

③ 当事者は、家庭裁判所からの促しに応じて、親子交流を試行的に実施します。 
④ 試行的実施の状況や結果は、家庭裁判所調査官による調査や、当事者である父母自身に

よる報告を通じて、家庭裁判所と父母との間で共有されます。 
⑤ 家庭裁判所は、④の結果を踏まえ、調停の成立や審判に向けて、必要に応じて更に調査

や調整を行います。  
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【婚姻中別居の場合の親子交流】 

父母が婚姻中に、様々な理由により、こどもと別居することがありますが、これまでは
そのような場合の親子交流に関する規定がありませんでした。そこで、今回の改正では、
婚姻中別居の場合の親子交流について、次のようなルールを明らかにしています。 

① 婚姻中別居の場合の親子交流については父母の協議により定める。 
② 協議が成立しない場合には、家庭裁判所の審判等により定める。 
③ ①や②に当たっては、こどもの利益を最優先に考慮する。 
 

【父母以外の親族とこどもの交流】 
これまで民法には父母以外の親族（例えば、祖父母等）とこどもとの交流に関する規定

はありませんでした。しかし、例えば、祖父母等とこどもとの間に親子関係に準ずるよう
な親密な関係があったような場合には、父母の離婚後も、交流を継続することがこどもに
とって望ましい場合があります。そこで、今回の改正では、こどもの利益のため特に必要
があるときは、家庭裁判所は、父母以外の親族とこどもとの交流を実施するよう定めるこ
とができることとしています。 

また、こどもが父母以外の親族と交流をするかどうかを決めるのは、原則として父母で
すが、例えば、父母の一方が死亡したり行方不明になったりした場合など、適当な方法が
ないときは、次の①～③の親族が、自ら、家庭裁判所に申立てをすることができるように
なります。 

① 祖父母 
② 兄弟姉妹 
③ ①②以外で過去にこどもを監護していた親族 
 

～Q&A～ 
Q１ 家庭裁判所から親子交流の試行的実施を促されましたが、事情により、その実施をす

ることができませんでした。このような場合には、どうなりますか。 
A１ 親子交流の試行的実施をしなかったときは、当事者は、家庭裁判所からの求めに応じ

て、その理由を説明しなければなりません。家庭裁判所は、当事者からの説明を踏まえ
て、親子交流の調停の成立や審判に向けて、必要に応じて更に調査や調整を行います。
その際には、家庭裁判所から改めて親子交流の試行的実施が促される場合もあります。 

Q２ 親子交流の試行的実施に当たって、こどもの意見は反映されますか。 
A２ 家庭裁判所は、こどもの心身の状態に照らして相当でないときは、親子交流の試行的

実施を促すことができないこととされています。この「こどもの心身の状態」を判断す
るに当たって、こどもの意見は、年齢や発達の程度に応じて考慮されることになります。 

検
討
中
の
案



10 
 

５ 財産分与に関するルールの見直し 
Ｐｏｉｎｔ 
・財産分与の請求期間が 2 年から 5 年に伸長されています。 
・財産分与において考慮すべき要素が明確化されています。 
・財産分与に関する裁判手続の利便性が向上します。 

 
【財産分与の請求期間】 

財産分与は、夫婦が婚姻中に共に築いた財産を、離婚の際にそれぞれ分け合う制度です。
財産分与は、まずは夫婦の協議によって決めますが、協議が成立しない場合は、家庭裁判
所に対して財産分与の請求をすることができます。 

これまで、この財産分与の請求をすることができる期間が、離婚後２年に制限されてい
ましたが、今回の改正により、離婚後５年を経過するまで請求できるようになります。 

 
【財産分与の考慮要素】 

これまで民法では、財産分与に当たってどのような事情を考慮すべきかが、明確に規定
されていませんでした。そこで、今回の改正では、財産分与の目的が各自の財産上の衡平
を図ることであることを明らかにした上で、以下の考慮要素を例示しています。 

このうち「財産の取得又は維持についての各自の寄与の程度」については、直接収入を
得るための就労だけでなく、家事労働や育児の分担など様々な性質のものが含まれるこ
とから、寄与の程度は、原則として夫婦対等（2 分の 1 ずつ）とされています。 

 
（例示された考慮要素） 

・婚姻中に取得又は維持した財産の額 
・財産の取得又は維持についての各自の寄与の程度 ➡ 原則２分の１ずつ 
・婚姻の期間 
・婚姻中の生活水準 
・婚姻中の協力及び扶助の状況 
・各自の年齢、心身の状況、職業、収入 
 

【裁判手続の利便性向上】 
財産分与に関する裁判手続では、分与の対象となる財産の種類や金額を明らかにする

必要があります。そこで、今回の改正では、手続をスムーズに進めるために、家庭裁判所
が、当事者に対して財産情報の開示を命じることができることとしています。 
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６ 養子縁組に関するルールの見直し 
Ｐｏｉｎｔ 
・養子縁組がされた後に、誰が親権者になるかが明確化されています。 
・養子縁組についての父母の意見対立を調整する裁判手続が新設されています。 

 
【養子縁組後の親権者】 

未成年のこどもが養子になった場合には、養
親がそのこどもの親権者となり、実親は親権を
失います。複数回の養子縁組がされた場合に
は、最後に養子縁組をした養親のみが親権者と
なります。 

離婚した実父母の一方の再婚相手を養親と
する養子縁組（いわゆる連れ子養子）の場合に
は、養親（再婚相手）とその配偶者である実親
が親権者となります。この場合には実父母の離
婚後に共同親権の定めをしていたとしても、他
方の親権者は親権を失います。 

 
※適宜のイラスト 

 
【養子縁組についての父母の意見調整の手続】 

１５歳未満のこどもが養子縁組をするときは、そのこどもの親権者が養子縁組の手続
を行う必要があります。これまでの民法では、父母双方が親権者であるときに、その意見
対立を調整するための規定がなく、父母の意見が一致しなければ養子縁組をすることが
できませんでした。 

今回の改正では、養子縁組の手続に関する父母の意見対立を家庭裁判所が調整するた
めの手続を新設しています。 

※適宜のイラスト 
 

家庭裁判所は、こどもの利益のため特に必要があると認めるときに限り、父母の一方を
養子縁組についての親権行使者に指定することができるようになります。親権行使者は、
単独で、養子縁組の手続を行うことができます。 

 
７ その他の改正 
（１）改正前は、夫婦の間で結んだ契約を、いつでも一方的に取り消すことができることと

されていましたが、今回の改正では、この規定を削除しました。 
（２）改正前は、強度の精神病にかかって回復の見込みがないことが、裁判離婚の事由の一

つとされていましたが、今回の改正では、この規定を削除しました。  
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○裏表紙 
〔問合せ先〕※別途作成中 
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